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本研究は，茨城県内に配置した生活環境圏を対象としたCO2濃度計測器の補正手順を検討し，効果的な

補正手順を提案することを第１の目的とした．次に，補正を施したデータから，濃度値変動の地域性を見

出すことを第２の目的とした．著者らが使用しているCO2濃度計は，校正後の観測日数が重なるに従い，

ドリフトやデータのばらつきが拡大するという特徴を有していた．本研究では，実験室と実地計測データ

を比較することにより，データ変動に傾向を見出し，実用的な補正方法を提案することに取り組んだ．検

討の結果，線形変換および標準偏差の調整をデータ変動区間の特徴に即して組み合わせることで，良好な

補正結果を得ることができた． 
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1. はじめに 
2007 年に公表された「気候変動に関する政府間パネル

（IPCC）」第 4 次評価報告書において，「20 世紀半ば以降に

観測された世界平均気温の上昇の多くは，人為起源の温室

効果ガスの大気中濃度の増加によってもたらされた可能性

が高い」と報告されている 1）．地球温暖化の原因物質と考え

られている温室効果ガスの中でも CO2 は注目されており，グ

ローバル規模での CO2濃度観測の体制が整えられつつある．

世界では，1957 年に南極で，1958 年にハワイのマウナロアで，

それぞれ二酸化炭素の観測が始まった．国内では，気象庁

が 1987 年に岩手県の三陸海岸の綾里で二酸化炭素の観

測が始まり，現在では，綾里のほか，東京都の南鳥島，沖縄

県の与那国島で長期間の観測が行われている 2）．しかし，グ

ローバルスケールでの観測はその地域における人為的な影

響を極力排除し，平均的な濃度の傾向を捕らえることを目的

としているため，生活環境圏から離れた離島や山中といった

場所で観測が行われるケースが多い．国内の都市部におい

ては市民の地球環境への関心を高めるための意識の喚起

や地域単位の PR を目的として行われているものが多く，蓄

積データの分析を目的とした研究のもとで継続的に都市・局

所スケール計測を想定した観測を行っている事例は全国的

に多くないのが現状である．そのため，CO2 濃度の値を継続

的に計測するシステムの整備を行い，地域毎の CO2 濃度を

分析することで現状の CO2濃度を明確にする必要があると考

える．このような中，著者らのこれまの研究の過程では，使用

中または保管中の計測器に観測値が誤差範囲を超え，

CO2濃度が上昇する現象が見受けられた 3）．時間的空間

的な違いを持った観測値を相互に比較できるようにする

ためには，観測された CO2 濃度データを補正する必要が

ある．そのために，継続的に CO2 濃度センサーを稼働させ，

センサーにドリフトが生じてくる時期を把握し，効果的な補正

方法を検討する必要があった． 

 そこで，本研究では，150日超のセンサ連続稼働によ

る暴露実験データを取得，各地域の電子百葉箱で取得さ

れたデータとの関係から新たなデータ補正方法を検討し

た．次に，補正されたデータから読み取ることのできる

茨城県内CO2濃度の地域性について考察を取りまとめた． 
 
 
2. 研究の目的 
 
本研究では，CO2濃度センサーがドリフトを起こすタイミングを

土木情報学シンポジウム講演集 vol.38 2013 

（15） 

- 49 -



 

考慮したデータ補正を行い，CO2濃度変動の地域性を考察

することを目的とする．この目的を達成するための解析目標

は以下の３点である． 

 ①外気をファンによって実験室内に取り込み，比較的

温度変化の少ない理想的環境下においてCO2濃度の連続

観測を行う．センサの計測値が変化し始めるタイミング

を掴むことを目指す． 
②基準ガス(0ppm および 400ppm)を用い，茨城県内各地域

に設置したセンサのドリフト量を把握する．この値を補正基準

として，センサの補正処理を行う．但し，地域毎にドリフト現象

が起きるまでの日数が異なるため、地点毎に補正係数(線形

変換の傾きと区間)が変わることになる． 
③補正データから見える CO2環境の地域性について考察

する． 

 
 
3. 対象領域(観測地点) 
 
 2012年3月1日現在までに，著者らは図-1に示す市町村

に電子百葉箱を設置し，その中に株式会社U-DOM製設

置型CO2濃度計を格納，連続観測を続けている． 
 以前はブロックを多数積重ねる方法で電子百葉箱を固

定していたが，風雨による腐食が著しいため，L字アン

グルで脚を構築し，百葉箱を高床式のような形式で底上

げ設置するように改良した．また，無線式の風向風速計

は，微弱無線であるため，様々な要因によるデータ欠落

が生じていた．このため，有線式のデータロガー蓄積形

式の機器に交換した．図-2に筑西市に設置した機器の例

を示す． 
 
4. 観測データの補正 

 
 (1) センサ暴露実験 

 図-3に暴露実験装置の外観を示す．上部の細い塩ビ管

が吸入用，下部の太い塩ビ管が排出用のパイプであり，

実験室内で連続運転している．2011年10月20日に基準ガ

スを用いて校正したセンサ１(No.42と記述)およびセンサ

２(No.47と記述)を実験装置に格納し，2012年2月3日より，

No.42は165日間，No.47は192日間連続計測を行った．結

果を図-4に示す．図の横軸が実験装置の稼働経過日数，

縦軸はCO2濃度を示す．図中，75日-90日程度および130
日-180日程度の間に空白があるが，これは電源ダウン等

による観測データの欠落である． 
 経過日数90日程度にデータ欠落があるものの，経過日

数約100日(校正日より約200日)程度を境に観測される濃

度値が上昇傾向を示していることが判る．これがセンサ

のドリフト現象である．実験室の検討では，約200日程

度がドリフト現象が始まる期間として推定できた． 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図-1 電子百葉箱設置地点と観測開始日 

図-2 改良した電子百葉箱と風向風速計 

 

図-3 暴露実験装置 
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(2) 線形変換によるデータ補正 

暴露実験データで得た「センサ校正日から約200日でドリフト

現象が起きる可能性がある」という実験結果を参考としてセンサ

の補正について検討した．茨城県内各地のセンサは，2011年6
月と2012年7月、12月に校正した．その結果、5地点にお

いてセンサの示す濃度値の誤差が，センサ性能範囲を超え

ていた．そこで，範囲を超えた5地点（日立・古河・守

谷・潮来・筑西）についてCO2濃度データを補正すること

にした．CO2濃度データの補正は，実測データが稼働日

数の累積に伴い，①徐々に上昇(以下，シフトと記述)，
②観測データのばらつきが増加(以下，ばらつきと記述)
といった傾向が確認されたため，２段階の補正手順を取

ることにした．以下、守谷市観測データを例に，補正手

順を説明する． 
 

(補正処理 1)：データシフトの補正 
 Daft1＝CO2_Data －(S/D1)×Dx         （1） 

     但し， Daft1                     ：シフト補正後のCO2濃度 
CO2_Data：観測されたCO2データ 
S    ：基準ガスとセンサ表示値との差 
D1   ：基準ガスを用いた校正日間日数 
Dx   ：当初校正日からの経過日数 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(補正処理 2)：ばらつきの補正 
Daft2＝(σ1/σ2) × {Daft1 －Xmean}+ Xmean   (2） 

     但し， Daft 2               ：ばらつき補正後のCO2濃度 
σ1  ：ばらつき拡大前のデータ標準偏差 
σ2  ：ばらつき拡大後のデータ標準偏差 

Daft1                     ：シフト補正後のCO2濃度 
Xmean    ：シフト補正後のデータの平均 

補正に際しては，まずドリフトが起きる前後の区切

りとする日数を決定する．守谷においては、計測デー

タのグラフを参照すると，約200日前後の区切り日数

が適切と判断したので、経過日数200日以降のデータ

を式(1)を用いて線形補正する．次に，守谷については

センサーの劣化から経過日数200日以降にデータのば

らつきが拡大した．そこで，式（2）を用いてばらつ

き拡大前後の標準偏差を用いて補正した．なお，他地

域のデータでは，観測期間全てを対象としたシフト補

正のみで十分な地域もあり，補正処理は観測データそ

のもののグラフを確認，必要に応じて分割処理または

一様処理を施すことにした． 

  
(3)補正処理の手順と効果 
 図-5に守谷市日平均データを示す．図より，観測開始 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図-4 暴露実験データの結果 

 

  
図-5 守谷市（日平均データ）
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から50日～150日は比較的観測データが安定しているこ

とが判る．まず，この区間の近似直線を図-6に示す形で

求めておく．次に，観測日250日～400日に着目すると，

データがシフトし，かつ，ばらつきが増大している．こ

の区間の近似直線も図-7に示す形で求める．この両直線

の交点を求めると，200日程度(計算上203.3日)となる．

ドリフト発生日を日単位で断定することは難しく，現実

的な補正の観点から200日を境とし，1日～200日，201日

～最終日各々の区間を対象に補正処理1を施し，その後，

201日～最終日までのデータには，更に補正処理2を施し

た．最終的に得ることのできる補正データを図-8に示す． 

 

 
6. まとめ 
 
 図-9に，守谷市を対象とした時間平均データの月別変

動の比較を示す． 
 図より，日中のCO2濃度は11月～3月に高くなり，4月
～10月に低い傾向にあることが判る．これは，IPCCに
よる全球平均データが示す年間変動とほぼ同じ変動傾向

を示している．センサのドリフトやばらつきによって隠

れていた特長が浮き彫りになってきたと言え，本論で提

案した補正方法が妥当であることを示している． 
 今後は，より特長の浮彫になったデータを用い，地域

の諸特性を指標値として示してゆく研究に展開する予定

である． 
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図-6 経過日数 50日～150日のデータと近似直線 

 

図-7 経過日数 250日～400日のデータと近似直線 

 
図-8 補正前後のデータ(観測日全体) 

 
図-9 時間平均の月毎の比較(守谷市) 
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